
























































































































































































































9　東京地判平成13年 3 月 8 日平成12年（ワ）8576号（評釈：西野牧子・判タ臨増1096号80頁（2002年））、控訴審：東京高
判平成13年 8 月20日平成13年（ネ）1826号、上告審：最決平成14年 7 月 9 日平成13年（受）1725号。さいたま地判平成13
年12月27日平成12年（ワ）1151号［確定］。大阪地判平成14年 4 月23日平成13年（ワ）14031号、控訴審：大阪高判平成14年
9 月24日平成14年（ネ）1597号［確定］。
10　さいたま地判平成16年 8 月 6 日平成14年（ワ）1555号［確定］。
11　奈良地葛城支判平成12年 7 月 4 日平成11年（ワ）388号、控訴審：大阪高判平成13年 9 月26日平成12年（ネ）2876号（評























































































15　福岡地判平成12年 3 月29日平成11年（ワ）392号、控訴審：福岡高判平成13年 3 月 7 日平成12年（ネ）437号 ･ 平成12年（ネ）



















































































































































































学院法学34巻 3 号955頁（2005年）、佐々木光信「保険医学と倫理的課題」日本保険医学会誌107巻 1 号61頁（2009年）、
大島俊之「性同一性障害と医療保険」神戸学院法学30巻 4 号 1 頁（2001年）、井上雅允「HIV感染と英国保険業界の対応」
生命保険経営84巻 5 号49頁（2016年）、矢吹多美子「LGBTコミュニティに対応する保険業界の動向――イギリス、米国
の事例を参考に」損保総研レポート119号35頁（2017年）、梅津昭彦「性別保険料率に対する規制の一諸相：アメリカ法
における議論を参考として」生命保険論集201号23頁（2017年）、桑岡和久「統計に基づく性別による保険料の区別と男
女の平等：EU法及びドイツ法における男女平等取扱原則による保険契約の規制」甲南法学59巻1-2号 1 頁（2019年）等
がある。
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地があると思われる。
　第 1に、逸失利益の算定基準に関して議論したとおり、仮に性別区分による格差が存在し、それに対す
る批判等が現に行われるようになったとしても、他の考慮要素によってかかる格差に起因する問題点が是
正される可能性がある場合には、多数の者によって共有されている感覚に基づく性別区分については、一
定の合理性と妥当性とがあるとの議論を行うことが可能となるものと思われる。従って、今後における保
険料算定については、性別や年齢以外の要素についても、それが余命との関係で影響を与えることが明ら
かであるならば、契約上同程度に明示したうえで、保険料の算定が種々の事情を加味した総合考慮の結果
であることを示すことが、契約における妥当性の確保につながるものと思われる24。
　第 2に、性別区分に関する憲法上の平等論は、社会的な注目を集めやすい反面、具体的な結果がどのよ
うなものとなるかについて、理論的な必然性を持ち合わせていないことが特徴であるため、仮に契約にお
いて性別区分を行うべきでないとの感覚が現在よりも強まることが生じた場合には、その結果としての契
約上の取扱の合理性については、さらに議論を行う必要があることとなる。この点は、別の言い方をする
ならば、性別に関して平等であれば問題が生じなくなることを意味しておらず、性別における平等が図ら
れた結果としての状況に対して、さらに合理性と妥当性の観点から評価が行われることとなるわけであ
り、生命保険契約あるいは生命保険制度の基本理念との関係で、現状の契約内容が合理性と妥当性とを保
つことができるかについて、常に慎重に検証しておく必要があるということである25。
　第 3に、生命保険で用いられる各種の統計情報は、逸失利益の算定に際して用いられる収入統計と同様、
基本的に過去の実績に基づいたものである以上、将来における予測のためにどのように活用できるかにつ
いて、改めて理論的な検証を行うことが必要となってくると思われる。実際、未知の疾病が生じたり、こ
れまでの技術水準から予測することができなかった各種の環境変化が急激に生じたりする状況の下で、過
去の実績に基づく統計から算出した「合理的」な予測が果たして「妥当性」を有することとなるかは、少
なくとも理論的には不明な部分があると言わざるを得ず、実務上の経験と実績のさらなる集積と共に、理
論的観点からの合理性と妥当性の追求を行うことが、必要かつ有益であると考えられる。
 （了）
 （人文社会系准教授）
24　なお、かかる事情の中には、性別や年齢のように本人の意思により自由に変更することが困難であるもののほか、飲
酒や喫煙の有無等生活習慣にかかるもので基本的に本人の意思に基づいて調整可能であると考えられるものとの双方が
含まれている筈であり、保険料算定指標としての両者の均衡をどのように図るべきかについても、検討の必要が大きい
ように思われる。
25　これは、実務上における合理性と妥当性の追求のほか、理論的観点から生命保険契約の趣旨ないし基礎について検討
する必要があることを意味しており、理論家と実務家との相互における意見交換を行う必要性が高いものと思われる。
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